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付録 1　気象庁のとりくみ

アジア太平洋気候センター

1　設置目的

アジア太平洋地域の各国では、エルニーニ

ョ現象やモンスーンの変動などの影響により

降水量の変動が生じ、洪水や干ばつなどの災

害が発生する。また、これら災害をもたらす

異常気象の発生頻度は地球温暖化などの気候

変化にともなって増加することも懸念されて

いる。このようななか、異常気象にともなう

災害を軽減し、社会･経済活動の持続的な発

展を図るうえで、季節予報など気候情報の果

たす役割が大きくなりつつある。

気象庁では、アジア太平洋地域での異常気

象にともなう災害の被害軽減や農業生産計画、

水資源管理などへの気候情報の活用を図るた

め、平成 14 年 4 月にアジア太平洋気候セン

ター（英語名：Tokyo Climate Center）を

設置した。

2　任務

同センターは、アジア太平洋域をはじめと

する世界の気象機関に対し、地球全体の異常

気象の発生や大気・海洋・積雪などの状況に

関する情報のほか、それぞれの国で気候の予

測を行うために必要な、数値予報資料やエル

ニーニョ監視･予測情報、地球温暖化予測情

報などの気候情報の提供を行っている。また、

「アジア太平洋域の気候情報サービスに関す

る専門家会議」を開催するなど、各国が自国

に適した気候情報を作成するために必要な技

術や人材育成を支援する活動を行っている。

図 A1.1 アジア太平洋気候センターの任務
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季節予報技術の進展

大気の運動や状態を支配する法則が流体の運

動方程式や熱力学の式などであらわされること

から、これらの方程式をプログラム化（数値モ

デル化）し、高速の計算機を用いて将来の天気

を予測する数値予報（力学的手法）と呼ばれる

手法が、気象庁をはじめ世界の気象機関におい

て採用されている（気象庁では昭和 34 年 3 月

開始）。この手法は観測データや数値モデルの

精度、計算機能力の限界から、約 10 年前まで

は一週間くらい先までの天気の予測にしか使わ

れてこなかったが、観測技術や計算機能力の向

上により、数値予報を数か月先までの気候を予

測する季節予報に導入する気象機関があらわれ

てきた。

気象庁では、世界に先駆けて、平成 8 年 3

月に 1 か月予報に数値予報を導入した。さら

に、平成 15年 3月に 3か月予報、同年 9月に

寒候期予報、翌年 2月に暖候期予報に導入し、

現在では、気象庁で行われているすべての季節

予報に数値予報を採用している（表 A1.1）。

数値予報の最大の利点は、数値モデルによっ

て、地球を取り巻く大気や、関係する陸面・海

面の変動を計算機の中で再現することにより、

例えば、遠く大西洋における大気の波が、ジェ

ット気流に沿って東アジアに伝わり、日本の天

候に影響を及ぼす様子や、熱帯太平洋の海面水

温分布、ユーラシア大陸の積雪分布の変動など

の気候に影響を及ぼす大気以外の要素を量的に

かつ正確に表現できることである。このような、

複数の現象が複雑に絡まって生じる気象変化は、

過去の観測データから統計的手法だけを用いて

予測することは困難である。数値予報を導入し

た結果、すべての季節予報において過去の事例

にもとづく統計的な予測法を上回る成績が得ら

れることが実際に確認されている。

また、将来の技術的な発展性が限られている

統計的手法に比べると、気象学の発展や衛星な

どの新たな観測手段の実用化、スーパーコンピ

ュータの計算能力の向上などの成果を、科学的、

客観的に取り入れることのできる力学的手法が

優れている。

しかしながら、季節予報のような長期にわた

る数値予報を行うためには、次に述べる「アン

サンブル法」や「大気海洋結合モデル」など、

日々の天気予報とは異なる視点での技術開発が

必要である。

表 A1.1 季節予報の種類と内容
種類 発表日 内容 予測手法

1か月予報 毎週金曜日 月平均気温、第1週・第2週・第3～4週の気
温、月合計降水量、月合計日照時間、日本海

側の月合計降雪量

アンサンブル数値予報

（26ﾒﾝﾊﾞｰ）

3か月予報 毎月25日頃 3か月平均気温、3か月合計降水量、月ごとの
平均気温・降水量、日本海側の3か月合計降
雪量

アンサンブル数値予報

（31ﾒﾝﾊﾞｰ）
統計的手法

暖候期予報 毎年

2月25日頃
夏（6～8月）平均気温、夏（6～8月）合計
降水量、梅雨の時期（6～7月、南西諸島は5
～6月）の降水量

アンサンブル数値予報

（31ﾒﾝﾊﾞｰ）
統計的手法

寒候期予報 毎年

9月25日頃
冬（12～2月）平均気温、冬（12～2月）合
計降水量、日本海側の冬（12～2月）合計降
雪量

アンサンブル数値予報

（31ﾒﾝﾊﾞｰ）
統計的手法
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アンサンブル法

将来の状態を予測する方程式のなかには、初期

状態のわずかな差が将来において大きな差とな

ってあらわれるという不安定な性質を示すもの

がある。このような方程式では、長期予測を正

確に行うことは不可能であることが知られてお

り、このような性質を「カオス」と呼ぶ。気象

予測もこの「カオス」の性質をもつと考えられ

ており、現在の気象状態を観測する場合に生じ

る計測の誤差などが原因で、気象状態の予測誤

差が急激に大きくなる場合があることが知られ

ている。このため、季節予報については、日々

の天気予報のように「何月何日の天気は晴れ、

気温は何度」といった決定論的な予測は不可能

であり、「平年より気温が高くなる確率は何％」

といった、確率的な予測を行っている。

アンサンブル法は観測誤差程度に少しずつ異な

った複数の大気の初期状態から出発して将来の

状態を数値的に予測する方法である。複数の予

測の平均値（アンサンブル平均値）が単一の予

測よりも精度の高い予測結果を与えるだけでは

なく、複数の予測結果のばらつきの程度から、

将来、ある気象状態が出現する確率に関する情

報も得ることができることから（図 A1.2）、季節

予報ではこの手法を用いて確率的な予測を行っ

ている。

大気海洋結合モデル

エルニーニョ現象のような海面水温の変動や雪

氷分布などの陸面の状態は、3 か月間以上の長期

間の大気の平均状態に影響を与える。このため、

季節予報を行うためには、海面水温や積雪面積

の変化といった大気以外の変動の影響をモデル

に取り入れる必要がある。

このため、気象庁では、1 か月予報の場合には

現在の海面水温を、また、予報する期間がより

長い 3か月予報、暖候期予報や寒候期予報では、

大気と海洋の変動を同時に予測する大気海洋結

合モデルによる予測結果を利用して、季節予報

を実施している（図 A1.3）。

観測に含まれ
る誤差の範囲 予測誤差の広がり

アンサン
ブル
平均値

現実の大気
の状態

現在
10日後

１か月後
確率分布の予測

図 A1.2 アンサンブル（集団）法の考え方
Wilks（1995）から転載。数値予測と現実の大気の状態
を点で、その時間経過を矢印であらわす。
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図 A1.3 力学的手法を用いた季節予報
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WMO温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）など

1　WMO 全球大気監視（GAW）計画

世 界 気 象 機 関 （ WMO ： World

Meteorological Organization）は、1989 年、

それまでの「全球オゾン観測システム」と「大

気バックグランド汚染観測網」の二つの観測

網を統合、発展させて、「全球大気監視

（GAW：Global Atmosphere Watch）計画」

を発足させた。現在、各国の気象機関や研究

機関はこの GAW 計画に参加し、オゾン、二

酸化炭素などの温室効果ガス、降水・降下じ

ん化学成分、エーロゾル、日射などについて

の国際的な観測網を維持している。

GAW 計画の目的は、大気の化学組成や物

理的特性の変化状況に関する観測データやそ

のほかの科学的情報を提供することで、大気

の変化を早期に検出し、将来の地球環境の予

測の支援を行うことである。GAW 計画の実

施体制や各センターの役割を図 A1.4 および

表 A1.2に示す。また観測点の分布を図 A1.5

に示す。

図 A1.4 全球大気監視（GAW）計画の実施構
成図

表 A1.2 GAW 計画の主な組織と役割
組織名 役割

科学助言部会 観測要素ごとに GAW活動を組

織、調整

中央較正施設 WMO 世界基準の維持管理

世界較正センター 観測スケールの統一

品質保証科学セン

ター

観測手法の標準化や観測精度の

向上

図 A1.5  GAW 観測ネットワーク観測点
GAW観測所情報システム（GAWSIS）ホー
ムページから引用。

気象庁は、GAW 計画の中で、我が国にお

ける観測所を維持するとともに、国際センタ

ーとして、温室効果ガス世界資料セン

ター（WDCGG: World Data Center for

Greenhouse Gases）を、またアジア・南西

太平洋地区 の品 質 保 証 科 学 セ ン タ ー

（QA/SAC: Quality Assurance / Science

Activity Center）および世界較正センター

（WCC: World Calibration Center）を運営

し、国際的な貢献を果たしている。また、科

学助言部会の委員として専門家の派遣を行っ

ている。

2　品質保証科学センター（QA/SAC）

写真 A1.1 マレーシアでの QA/SAC 活動風景
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品質保証科学センターは、大気中の微量

成分等の観測に必要な測定精度を維持するた

めに、各観測所の観測データの品質の確保・

向上を支援する役割を果たす。現在、ドイツ、

スイス、米国、日本（気象庁）に設置されて

おり、日本は、アジア・南西太平洋地区の二

酸化炭素、メタン、オゾン全量を担当してい

る。

具体的な活動としては、測定の技術・方法

やデータ品質管理手順などの設定・普及、観

測技術などに関する研修・セミナーの開催、

観測施設を訪問しての調査や技術支援などが

ある。気象庁がこれまで実施した活動を表

A1.3に示す。

表 A1.3 QA/SAC 訪問および専門家受け入れ国
一覧
（1）現地調査対象国

韓国 平成 11年 11 月 温室効果ガス

中国 平成 11年 11 月 温室効果ガス

オーストラリア 平成 13年１月 温室効果ガス

インドネシア 平成 14年 1月 温室効果ガス

マレーシア 平成 15年 2月 温室効果ガス

フィリピン 平成 16年 3月 オゾン全量

韓国 平成 16年 11 月 オゾン全量

（2）専門家受け入れ
キルギス 平成 12年 1-2月 温室効果ガス

韓国 平成 12年 6月 温室効果ガス

中国 平成 13年 2-3月 温室効果ガス

中国 平成 15年 3月 オゾン全量

韓国 平成 15年 10 月 温室効果ガス

韓国 平成 16年 10 月 温室効果ガス

3　世界較正センター（WCC）

世界較正センターは、観測項目ごとに定

められている GAW 計画における世界基準に

沿って、世界各地の GAW 観測所での観測に

使用されている観測基準を統一するための業

務を行っている。

気象庁は、アジア・南西太平洋地区にお

けるメタン観測、およびアジア地区における

ドブソンオゾン分光光度計によるオゾン全量

観測の較正センターを担当している。

メタン観測の較正センターとしては、①

地区内の観測機関が有するメタン標準ガスの

較正や②比較用のメタン標準ガスを地区内の

観測機関に送付し、各機関の測定値を相互比

較するなどの活動を行っている。メタン標準

ガスの相互比較については、2001 年にアジ

ア地区（中国、韓国）、2003 年に南西太平

洋地区（オーストラリア、ニュージーランド）、

2004 年に日本国内に対して実施した。

ドブソンオゾン分光光度計の較正センタ

ーとしては、2001 年に気象庁の保有するア

ジア地区準器を米国海洋大気庁気候監視診断

研究所（NOAA/CMDL）の保有する世界準

器により較正した。また、2003 年 3 月には、

このアジア地区準器を用いてアジア地区各国

の準器を対象とした国際相互比較を実施した

（写真 A1.2）。

4　温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）

　気象庁は、1990 年から WMO 温室効果ガ

ス世界資料センター（WDCGG）の運営を担

当している。また、WDCGG では、2002 年

10 月から、それまでノルウェーが担当して

きた地上オゾンも担当している。

GAW計画においては、WDCGGのほかに、

オゾン・紫外線（カナダ）、降水化学（米国）、

放射（ロシア）、エーロゾル（イタリア）の

世界資料センターが設置されている。

写真 A1.2　ドブソンオゾン分光光度計のア
ジア地区国際相互比較風景（2003 年 3 月）



331

WDCGG は、図 A1.6 に示すように、①世

界各地の温室効果ガスおよび関連ガスの観測

データを収集すること、②収集した観測デー

タを保存すること、③保存した観測データを

より利用しやすくするためのプロダクトを作

成すること、④観測データやプロダクトを利

用者へ提供することなどを行い、温室効果ガ

スの国際的データ交換および利用の拠点とな

っている。

WDCGG に集められた観測データおよび

関連する情報は、関連機関に CD-ROM（年

1 回）で配布されるほか、インターネット上

のウェブサイトをつうじて誰でも使える形で

利用者に提供されている。また、集められた

データをもとに世界の温室効果ガスの状況に

ついて解析した結果をまとめた WMO デー

タサマリーは、年 1 回刊行され、印刷物と

して関連機関に配布されるほか、インターネ

ットをつうじても閲覧できるようになってい

る。

図 A1.7 に WDCGG にこれまで報告され

た要素別の観測地点数の推移を示す。

1999 年 に WDCGG が ウ ェ ブ サ イ ト

（http://gaw.kishou.go.jp/wdcgg_j.html）を

開設して以来、電子メールなどインターネッ

トを利用した報告、データ取得が飛躍的に増

加していることがわかる。

図 A1.7　WDCGG へのデータ報告地点数の推移

WDCGG が有効に活動するためには、収

集する観測データが統一した基準のもとで精

度よく得られたものである必要がある。気象

庁は WDCGG の活動をつうじて、QA/SAC

や WCC をはじめとするほかの国際センター

との協力を強化し、観測データの品質向上や

情報交換の促進を図り、温室効果ガス濃度増

加抑制やオゾン層保護などへの国際的な貢献

をさらに進めていく。

図 A1.6　WDCGG の活動
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長期再解析

　気候に関連する業務・研究には、基礎デー

タとして過去数十年の長期間にわたる日々の

地球大気の気温、気圧などの物理量データが

必要である。気象庁では、天気予報を作成す

るための数値予報モデルの初期値として、観

測データの情報をモデルに取り込むことによ

り、その計算値を修正した地球大気のデータ

（客観解析値（以下、解析値））を日々作成

しており、これが、気候解析の資料を作成す

る基礎的な物理量データとして重要となって

いる。

　気象庁で行う日々の客観解析の作業は、開

始されてから約半世紀を経過しているが、こ

の間、モデル開発の進展と計算機能力の飛躍

的な向上があり、数値予報モデルの高分解能

化、力学・物理過程の精緻化がなされている。

また、観測システムの改良、衛星データの登

場など、解析値の作成に使用できるデータに

も変遷があり、モデルに観測データの情報を

取り込んで解析値を作成するデータ同化技術

やその作成環境は大きく変化してきた。この

ように、数十年前に作成された解析値と現在

の最新のシステムで作成された解析値の品質

には大きな隔たりがあり、そのまま比較する

ことはできない。より長期間の現象である気

候変動などを捉えるためには、長期間にわた

って均質かつ高品質の解析値が求められてい

る。

このため、気象庁をはじめとして世界の主

要気象機関では、できるだけ多くの過去の観

測データを収集して精密な品質管理を行い、

最新の高速計算機と最新の数値解析予報モデ

ルを用いて、過去数十年にわたる均質かつ高

精度の解析値を作成する長期再解析（以下、

再解析）を実施しているところである（図

A1.8）。

再解析の実施には、過去の観測データの収

集・整備、年代ごとに観測方法などが異なる

観測データの品質管理、海面水温、海氷被覆

量、オゾン分布などの境界値（あらかじめ計

算しておいて数値予報モデルに与える物理

量）の整備など、膨大かつさまざまな作業が

必要で、とりわけ衛星データについては、過

去の衛星の各センサーの特性に適応した品質

管理とデータ同化手法の開発が必要である。

再解析とは数十年分のデータ同化サイクル

（数値予報とデータ同化を繰り返す処理）を

その時々の観測データの状況に応じて適切に

実施する作業であり、ある初期値から予報モ

デルだけで長期間予報するのとは異質の多大

な労力と細心の注意を要する一大プロジェク

トといえる。

気象庁のとりくみ

　気象庁と（財）電力中央研究所は、共同研

究として平成 13 年度から JRA-25 長期再解

析を実施している（JRA-25: Japanese 25-

year ReAnalysis）。その再解析対象期間は

1979～2004年の 26 年間である。JRA-25は

平成 17（2005）年度末に終了し、国内外の

研究機関に広くプロダクトを提供する予定で

ある。JRA-25 の再解析プロダクトは、全世

界の地上から上空約 50km まで、水平約

125km 間隔でカバーする気温、気圧、風、

湿度、雲量、オゾン量、放射量、雨量、降雪

量などの大気データと、海面水温、海氷被覆

量、地表面の温度、積雪量、蒸発量、土壌水

分量、河川への流出量などの 200 種類以上

の物理量を含み、全部で 10 テラバイト（テ

ラは 10 の 12 乗）近くにもなる膨大なもの

である。

　JRA-25 の特徴として、これまでに 6 時間

降水量や亜熱帯の大陸西岸海洋上での下層雲

の表現をはじめ、台風やハリケーンなど全世

界の熱帯低気圧の表現が、他機関で行われた

再解析と比べてもっとも優れていることがわ
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かっている。熱帯域の降水・対流現象は大気

の大循環を駆動する源となるものであり、そ

の表現が優れていることは、全地球的な循環

場も優れていると考えられ、精度の高い気候

解析のための有効な資料となる。

　再解析結果は気候の監視などの基礎データ

や季節予報モデルの検証データとして使用す

るとともに、気象学・気候学の研究者にも研

究のベースとなる包括的な基礎データを提供

し、気象･気候研究の促進に大いに貢献する

と期待されている。また、例えば過去に大き

な災害をもたらした顕著な大気現象を高い空

間解像度で数値モデル上に再現することが可

能となり、異常気象の発生メカニズムの解明

に役立つことが期待される。さらに、ヨーロ

ッパでは 1950 年代に英国で発生した原子力

施設の火災にともなう放射性物質の拡散のシ

ミュレーションにも利用された例もあり、気

象･気候分野以外での利用も期待される。こ

のように、再解析結果は、国の政策立案など

の基礎データとしての国内利用のみならず、

国際支援などにおいても活用が期待できる貴

重な情報資産といえる。

　JRA-25 は、終了後も同じシステムを用い

て気象庁気候データ同化システム（JCDAS）

として運用し、リアルタイムにデータの蓄積

を行っていく予定である。さらに、次期計算

機システムで第二次再解析を実施する計画で

ある。第二次再解析では、観測データの変動

により的確に対応するよう、より高性能モデ

ルを使用して、1958 年ごろにまでさかのぼ

った 50年間の再解析を行う予定である。

図 A1.8 気候の長期再解析の実施の概念図
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 時系列変化  広域分布（イメージ図）


